
 

（法第28条第１項関係様式例）※事業報告書等提出用 
 

令和４年度 事 業 報 告 書 

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

 

法人の名称： 特定非営利活動法人 知恵と考働  

 

１  事業の成果 

     地方公共団体等が行う地域活性化政策並びに産業振興政策に対する支援事業を中心と

して活動を継続しています。令和2年頃から取り組み始めました農作業改善プロジェクト

は、ほぼ予定とおり順調に進んでおり、令和5年2月には、開発品目が、農林水産省が主管

しますスマート農機具カタログに登録されました。作業改善ツール等を開発し、その実用

評価は完了し、商品化を目指しています。これらの活動が、農業改革の一助になること、

更には経済活性化や地域住民の健康管理につながることを念願しております。 

 

２  事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 
(定款に記載した事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実

施日時 

(B)当該事業の実

施場所 

(C)従事者の人数 

(D)受益対象

者の範囲 

(E)人数 

事業費の 

金額 

(単位：千円) 

国・地方公共団体等が
行う地域活性化政策な
らびに産業振興政策に
対する支援事業 

社会的課題と考える主
要なテーマに関する情
報収集と支援活動等を
行いました。 

(A)4 月から通期 

(B)企業等 

(C)１名 

 

(D)健康管理従
事者等 

(E)５０名 

137 
 

起業支援ならびに地
域・商店街の活性化に
関する事業 

本年度の実績はなし。 本年度の実績はな
し。 

本年度の実績
はなし。 

０ 

新技術の開発と普及に
関する事業 

農作業の改善を目的と
した製品の開発と評価
を行いました。 

(A)4 月から通期 

(B)企業等 

(C)６名 

 

(D) 農業従事
者等 

(E)４０名 

5,875 
 

民間非営利組織等への
コンサルテーションな
らびにセミナー開催等
による支援事業 
 

本年度の実績はなし。 本年度の実績はな
し。 

本年度の実績
はなし。 

0 
 
 

企業支援活動としての
コンサルテーションな
らびに経営改善支援等
に関する事業 

企業経営改善支援に関
する業務委託契約に基
づき、企業の経営改善
の助言・支援を行いま
した。 

(A)4 月から通期 

(B)企業 

(C)２名 

(D)支援企業 

(E)２５名 

623 
 
 
 

 


